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はじめに 

 

ここでは、歳入総額や歳出総額など各種データを平成 25 年度末の人口で除して住民一人当

たりの額を算出します。そして、愛媛県内 20 市町で住民一人当たりの数値を比較する形式で、

決算カードから分かることを見ていきましょう。 

まずは、平成 25 年度末の人口をご覧ください。この後の比較の基本になります。 

 

平成 25 年度末の人口（人） 

 

 

平成 24 年度決算カードにおける人口密度 
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1 住民一人当たりの状況 

 それでは、住民一人当たりの状況を見ていきましょう。 
 
（１）歳  入 

 ①歳入の状況 

 
②地方税収入内訳（円） 

 
 
 住民一人当たりに直すと、歳入総額、地方税収入ともに少なく、大きな事業を実施したと

きの国や県からの補助金を除けば、交付税に頼っている状況です。また、地方税の内訳を見

ると個人住民税と固定資産税の割合が高くなっています。 
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③地方税徴収率（％） 

   
 
（２）歳  出 

①目的別で見る歳出の状況（円） 
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②性質別で見る歳出の状況（円） 

 

 

目的別と性質別という視点 

 どの分野にお金が使われたのか？そこに着目したのが「目的別」・・・総務、民生、土木、

教育など  
 どのような性質のものにお金が使われたのか？そこに着目したのが「性質別」・・・人件

費、扶助費、公債費、物件費など  
 
 地方税などの収入がどの分野に配分されたかを見るには「目的別」、どのようなものに使わ

れたか分析するような場合は「性質別」と言った具合です。 
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（３）その他 

①職員数と議員数（人） 

 
 
②標準財政規模（円）と財政力指数（単位なし） 

 
 

 通常水準の行政活動で必要な一般財源 ～標準財政規模～ 

町が事業を実施するときには、国や県などから補助金が入ってくる場合もあります。補助

の額は、事業の規模によって変わってきます。町の財政状況を比較する際には、これらの不

確定な要素を除いた、通常水準の行政活動を行う上で必要な一般財源（税金など）の総量の

ことを言います。 
 

 自力でどこまで゜調達できる？ ～財政力指数～ 

 私たちは、日本全国どこに住んでいても、教育や福祉、道路、公園など同じ水準のサービ
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スを受ける権利があります。このサービスを標準的なサービスと呼ぶことにします。財政力

指数は、地方公共団体による標準的なサービスに必要なお金を、自力でどこまで調達できる

かを示す指標です。 
 

財政力指数＝自力で調達できるお金（基準財政収入額） ／ 

                      標準的なサービスに必要なお金（基準財政需要額） 

 
 
 指数が「１」を超えると、普通地方交付税の交付を受けない、いわゆる「不交付団体」と

なります。 
 
③経常収支比率 

 

 
 財政に余裕はあるの？ ～経常収支比率～ 
経常収支比率は、家計に例えると、給料などの定期的に入ってくるお金に対して、家賃、

食費、光熱水費、借金の返済などのあらかじめ使い道が決まっているお金の割合がどの程度

なのかを示す指標です。  
 

経常収支比率＝毎年使い道が決まっているお金 ／  

毎年度定期的に入ってくる自由に使えるお金 
 
 この比率が高くなると、投資などに振りむけることのできる自由なお金が少なくなってき

ています。余裕がなくなってきていると言えます。 

83.7% 
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 この分母には、臨時財政対策債という赤字地方債の発行額が含まれています。赤字地方債

は、発行できる限度額が決まっています。多くの自治体が限度額に近い額を起債しています

が、本町では、3 億 7 千 7 百万円の限度額に対して 1 億円しか借りていません。もし、限度

額まで借りたと仮定して積算すると、経常収支比率は 83.7%となります。 
 

④実質公債費比率、将来負担比率（％） 

 
 

 借金の利払いは多すぎない？ ～実質公債費比率～ 

財政健全化法に導入された指標で、普通会計が負担する公債費が標準財政規模に占める割

合を言います。 

 

 借金の総額は多すぎない？ ～将来負担比率～ 
財政健全化法に導入された指標で、普通会計が将来負担すべき債務が標準財政規模に占め

る割合を言います。 

 
※もっと詳細にみると、将来負担比率= (将来負担額―充当可能基金―充当可能特定歳入―基

準財政需要額算入見込額)／(標準財政規模―算入公債費等の額)となります。砥部町 HP 財

政健全化判断比率・資金不足比率の詳細資料、平成 24 年度分の 20 ページをご覧ください。 
 

http://www.town.tobe.ehime.jp/soshiki/2/zaisei02.html 
  
 
 
 
 
 

http://www.town.tobe.ehime.jp/soshiki/2/zaisei02.html
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⑤もっと簡単に将来への負担は？ ～地方債現在高＋債務負担行為額―積立金～     単位 :円 

 

 

 
 
 
⑤の「将来への負担」は、前ページの将来負担比率で見た「将来負担すべき債務」とは違い、

もっと簡単に、地方債現在高と支出予定である債務負担行為の合計から積立金を控除したも

の（決算カードから分かる範囲）です。借金は多くても、換金可能な資産を多く持っていれ

ば将来への負担は少なくなります。 
 
 
 
 
 


